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諮問庁：厚生労働大臣 

諮問日：平成３０年６月２７日（平成３０年（行情）諮問第２７２号） 

答申日：平成３０年１１月５日（平成３０年度（行情）答申第３０８号） 

事件名：第５１期（平成２９年度）熊本地方最低賃金審議会熊本県最低賃金専

門部会（第１回）議事録等の一部開示決定に関する件  

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「第５１期（平成２９年度）熊本地方最低賃金審議会熊本県最低賃金専

門部会（第１回から第４回まで）議事録」（以下「本件対象文書」とい

う。）につき，その一部を不開示とした決定について，審査請求人が開示

すべきとし，諮問庁がなお不開示とすべきとしている部分は，開示すべき

である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨  

１ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は，行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（以下「法」という。）３条の規定に基づく開示請求に対し，熊本労働局

長（以下「処分庁」という。）が，平成３０年３月１５日付け熊労発基０

３１５第４号により行った一部開示決定（以下「原処分」という。）につ

いて，その不開示部分の一部の開示を求めるというものである。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

 （１）審査請求書 

   「不開示とした部分とその理由」として「公にすることにより，率直

な意見の交換が不当に損なわれるおそれ」があるとされている。具体的

には，開示された８種類の行政文書のうち，熊本県最低賃金専門部会の

４回分の審議内容のほとんどが不開示とされている。これらは，公労使

の各委員が金額審議を含むさまざまな意見を述べた部分と思われるが，

すでに新たな熊本最低賃金額は決定しており，かつての議論を覆すこと

はないし，また，次年度の意見交換に影響を及ぼすおそれもない。なお，

地方最低賃金審議会の議事録については全国調査を行っているが，この

ような意見交換部分のほとんどを不開示とした局はない（例示は省略）。

したがって，末尾の議事録署名人の署名部分は除く不開示部分は開示す

べきである。 
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 （２）意見書（添付資料は省略） 

第一に，諮問庁から提出された理由説明書の別表，該当箇所「審議会

委員の署名」については，不開示で結構です。 

次に，「賃金引き上げ額に関わる情報」が不開示とされている箇所に

ついて，具体的に何を指し示しているのか現時点ではわかりかねますが，

該当ページ数の多さから考えて，他の都道府県の労働局の扱いとは異な

り，不開示にしすぎていると思われます。 

賃金引き上げ額に関わる情報といえども，他の労働局の状況を鑑みれ

ば，法５条５項（原文ママ）に該当する不開示情報とは言えず，他の労

働局なみに開示すべきです。 

資料として，福岡地方最低賃金審議会の平成２９年度の本審と専門部

会の議事録を添付しますが，具体的な金額も含めて議論の経過も開示さ

れていることが明らかです。つまり，最低賃金の引き上げ額に関する情

報は，不開示情報ではありません。福岡労働局と熊本労働局において，

同じ基準で不開示決定をしなければ，それは国の機関として法律の運用

に一貫性がないことを示すこととなり，諮問庁の主張に破綻を来します。 

もし仮に，福岡とは異なり，熊本において不開示にすべき特段の理由

があるのであれば，それについて具体的に示していただきたい。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求の経緯 

（１）本件審査請求人である開示請求者（以下，第３において「請求人」と

いう。）は，平成３０年２月２６日付けで，処分庁に対して，法３条の

規定に基づき，「２０１７年度最低賃金の決定に関わる地方最低賃金審

議会（専門部会等も含む）の議事録のすべて。ただし，特定最低賃金の

みに関わる審議会のものは含まない。」に係る開示請求を行った。 

  （２）これに対して，処分庁が，平成３０年３月１５日付け熊労発基０３１

５第４号により，原処分を行ったところ，請求人はこれを不服として，

同年３月２９日付け（同月３０日受付）で本件審査請求を提起したもの

である。 

２ 諮問庁としての考え方 

本件審査請求については，原処分において法５条５号の規定に基づき，

その一部を不開示としたところであるが，不開示理由として法５条１号，

４号を追加した上で，原処分で不開示とした部分のうち，下記３（４）に

掲げる部分を新たに開示することとし，その余については，原処分を維持

することが妥当であると考える。  

３ 理由 

（１）本件対象行政文書の特定について 
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本件開示請求対象行政文書は，「平成２９年度の熊本地方最低賃金

審議会議事録（第１回から第４回まで）及び熊本地方最低賃金審議会熊

本県最低賃金専門部会議事録（第１回から第４回まで）」であり，別表

に掲げる文書番号１から８の行政文書である。 

ア  地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）における審議につ

いて 

審議会の審議に関する事項については，最低賃金法（昭和３４年法

律第１３７号。以下「最賃法」という。）及び最低賃金審議会令

（昭和３４年政令第１６３号。以下「審議会令」という。）に規定

されているところであり，その概要は次のとおりである。 

（ア）審議会は，最低賃金の決定又はその改正について調査審議を求め

られたときは，専門部会を置かなければならない（最賃法２５条２

項） 

（イ）審議会は，最低賃金の決定又はその改正若しくは廃止の決定につ

いて調査審議を行う場合においては，関係労働者及び関係使用者の

意見を聴く（最賃法２５条５項） 

イ 審議会の委員について 

審議会の委員に関する事項については，最賃法及び審議会令に規定

されているところであり，その概要は次のとおりである。 

（ア）審議会は，労働者を代表する委員（以下「労働者代表委員」と

いう。），使用者を代表する委員（以下「使用者代表委員」とい

う。）及び公益を代表する委員各同数をもって組織する（最賃法２

２条） 

（イ）審議会の委員は，都道府県労働局長（以下「局長」という。）が

任命する（最賃法２３条１項） 

（ウ）局長は，審議会の労働者代表委員又は使用者代表委員を任命しよ

うとするときは，関係労働組合又は関係使用者団体に対し，相当の

期間を定めて，候補者の推薦を求めなければならない（審議会令３

条１項） 

（エ）審議会の労働者代表委員又は使用者代表委員については，推薦が

なかった場合を除き，推薦があった候補者のうちから任命する（審

議会令３条２項） 

（２）不開示部分について 

平成２９年度熊本地方最低賃金審議会及び熊本地方最低賃金審議会

熊本県最低賃金専門部会の議事録については，以下の情報が不開示情報

となる。 

ア 審議会委員の署名 
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イ 最低賃金の改定額の審議に関する情報であって率直な意見の交換が 

損なわれるおそれがある情報 

（３）不開示情報該当性について 

ア 法５条１号に該当する部分 

上記（２）のうち，ア 審議会委員の署名については，特定の個人

を識別できる情報に該当し，かつ，法５条１号ただし書に規定され

ている情報にも該当しないことから，法５条１号の不開示情報に該

当するため。 

イ 法５条４号に該当する部分 

上記（２）のうち，ア 審議会委員の署名については，公にするこ

とにより，偽造悪用されるなど，犯罪の予防等公共の安全と秩序の

維持に支障を及ぼすおそれがあることから，法５条４号の不開示情

報に該当するため。 

ウ 法５条５号に該当する部分 

上記（２）のうち，イ 最低賃金の改定額の審議に関する情報につ

いては，国の機関の内部における審議，検討又は協議に関する情報

であって，公にすることにより，率直な意見の交換若しくは意思決

定の中立性が不当に損なわれるおそれがあることから，法５条５号

の不開示情報に該当するため。 

（４）新たに開示する部分 

本件対象行政文書のうち，第１回熊本県地方最低賃金審議会の議事録

に記載されている特定最低賃金の改正申出者に関する情報（申出者の所

属団体及び職氏名）は，公開されている審議会の中ですでに公になって

おり，法５条各号に規定する不開示事由に該当しないため，開示するこ

ととする。 

また，本件対象行政文書のうち，熊本地方最低賃金審議会熊本県最低

賃金専門部会議事録（第２回から第４回まで）の上記（２）ア及びイ以

外の箇所については，法５条各号に規定する不開示事由に該当しないた

め，開示することとする。 

（５）請求人の主張 

請求人は，不開示部分について審査請求書の中で，「公労使の各委員

が金額審議を含むさまざまな意見を述べた部分と思われるが，すでに新

たな熊本最低賃金額は決定しており，かつての議論を覆すことはないし，

また，次年度の意見交換に影響を及ぼすおそれもない。」等と主張して

いるが，不開示情報該当性については，上記（３）で示したとおりであ

ることから，請求人の主張は認められない。 

４ 結論 
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以上のとおり，本件開示請求については，原処分において不開示とした

部分のうち，上記３（４）で開示することとした部分については新たに開

示し，その余の部分については，不開示理由として法５条１号，４号を追

加した上で，原処分を維持することが妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成３０年６月２７日  諮問の受理 

② 同日           諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年７月１２日     審査請求人から意見書を収受 

④ 同日          審議 

⑤ 同年９月１３日     本件対象文書の見分及び審議 

⑥ 同年１１月１日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，「２０１７年度最低賃金の決定に関わる地方最低賃金

審議会（専門部会等も含む）の議事録のすべて。ただし，特定最低賃金の

みに関わる審議会のものは含まない。」の開示を求めるものであり，処分

庁は，別紙に掲げる文書１ないし文書８を特定し，その一部を法５条５号

に該当するとして不開示とする原処分を行ったところ，審査請求人は，本

件対象文書（別紙に掲げる文書５ないし文書８）について，議事録署名人

の署名部分を除く不開示部分の開示を求めている。 

これに対し，諮問庁は，諮問に当たり，原処分における不開示部分の一

部を新たに開示することとするが，その余の部分については，不開示とす

ることが妥当としていることから，本件対象文書を見分した結果を踏まえ，

審査請求人が開示すべきとし，諮問庁がなお不開示とすべきとしている部

分の不開示情報該当性について，以下，検討する。 

２ 不開示情報該当性について 

（１）諮問庁は，不開示部分の法５条５号該当性について，理由説明書

（上記第３の３（３）ウ）の記載及び当審査会事務局職員をして諮問

庁に対し詳細な説明を求めさせたところによると，おおむね以下のと

おり説明する。 

ア 最低賃金の改定額の審議に関する情報については，国の機関の内部

における審議，検討又は協議に関する情報であって，公にすることに

より，率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれ

るおそれがあることから，法５条５号の不開示情報に該当する。 

イ 不開示部分については，最低賃金の金額を固める過程についての情

報として，上記アの理由により，不開示とするものである。  
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（２）最賃法１０条１項では「厚生労働大臣又は都道府県労働局長は，一定

の地域ごとに，中央最低賃金審議会又は地方最低賃金審議会（以下「最

低賃金審議会」という。）の調査審議を求め，その意見を聴いて，地域

別最低賃金の決定をしなければならない。」と定められており，また，

最賃法２２条では「最低賃金審議会は，政令で定めるところにより，労

働者を代表する委員，使用者を代表する委員及び公益を代表する委員各

同数をもって組織する。」と定められていることから，審議会において

は，労働者代表委員，使用者代表委員それぞれが要求する最低賃金の引

上げ額を提示しながら審議が進められることが，制度上当然に予定され

ているものと認められる。 

（３）また，本件開示請求があった時点では，平成２９年度熊本地方最低賃

金審議会及び熊本県最低賃金専門部会における審議は終結しており，平

成２９年度の熊本県における地域別最低賃金の額は確定して平成２９年

１０月１日から発効している。 

（４）さらに，通番１のうち１７頁の不開示部分は，諮問庁が諮問に当たり

新たに開示することとしている部分に記載されている特定団体のウェブ

サイトで例年公開されている情報と同様の情報であり，その余の部分は，

別紙に掲げる文書３において原処分で開示されている部分及び文書５な

いし文書８において諮問庁が諮問に当たり新たに開示することとしてい

る部分から明らかとなる情報であると認められる。  

（５）上記（２）ないし（４）から，不開示部分を公にしても，率直な意見

の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあるとは

認められない。 

したがって，通番１ないし通番４は，法５条５号の不開示情報には該

当せず，開示すべきである。 

３ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条５号に該当す

るとして不開示とした決定については，審査請求人が開示すべきとし，諮

問庁がなお不開示とすべきとしている部分は，同号に該当せず，開示すべ

きであると判断した。 

（第３部会） 

 委員 岡島敦子，委員 葭葉裕子，委員 渡井理佳子 
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別紙 

 

文書１ 第５１期(平成２９年度)第１回熊本地方最低賃金審議会議事録 

文書２ 第５１期(平成２９年度)第２回熊本地方最低賃金審議会議事録 

文書３ 第５１期(平成２９年度)第３回熊本地方最低賃金審議会議事録 

文書４ 第５１期(平成２９年度)第４回熊本地方最低賃金審議会議事録 

文書５ 第５１期(平成２９年度)熊本地方最低賃金審議会熊本県最低賃金専門

部会（第１回）議事録 

文書６ 第５１期(平成２９年度)熊本地方最低賃金審議会熊本県最低賃金専門

部会（第２回）議事録 

文書７ 第５１期(平成２９年度)熊本地方最低賃金審議会熊本県最低賃金専門

部会（第３回）議事録 

文書８ 第５１期(平成２９年度)熊本地方最低賃金審議会熊本県最低賃金専門

部会（第４回）議事録 
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別表  

１ 本件対象文書  ２ 

 

通

番 

３ 法５条５号に該

当するとして不開

示とする部分 

４ 開示すべ

き部分 

文

書 

番

号 

文書名 頁 該当箇所   

５ 第５１期(平成２

９年度)熊本地方

最低賃金審議会 

熊本県最低賃金専

門部会（第１回）

議事録 

１７，

２３ 

 

１ 賃金引上げ額に係る

情報 

全部 

６ 第５１期(平成２

９年度)熊本地方

最低賃金審議会 

熊本県最低賃金専

門部会（第２回）

議事録 

３，

５，７

ないし

９ 

２ 賃金引上げ額に係る

情報 

全部 

７ 第５１期(平成２

９年度)熊本地方

最低賃金審議会 

熊本県最低賃金専

門部会（第３回）

議事録 

２ない

し４ 

３ 賃金引上げ額に係る

情報 

全部 

８ 第５１期(平成２

９年度)熊本地方

最低賃金審議会 

熊本県最低賃金専

門部会（第４回）

議事録 

１ない

し６及

び８な

いし１

１ 

４ 賃金引上げ額に係る

情報 

全部 

 

 


